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及び
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予 算 案 の 概 要

島 根 県



第４２７回島根県議会提出議案等一覧

Ｈ２２．９．１５ 提案分

区 分 議 案 名議案No

平成２２年度島根県一般会計補正予算（第４号）議 案 予算案 ７８

(15件)(34件)

平成２２年度島根県証紙特別会計補正予算（第１号）７９

外８特別会計補正予算～

８７

７９ 証紙 ８０ 市町村振興資金

８１ あさひ社会復帰促進センター診療所 ８２ 母子寡婦福祉資金

８３ 農林漁業改善資金 ８４ 中小企業近代化資金 ８５ 臨港地域整備

８６ 流域下水道 ８７ 県営住宅

平成２２年度島根県病院事業会計補正予算（第１号）８８

外４事業会計補正予算～

９２

８８ 病院 ８９ 電気 ９０ 工業用水道 ９１ 水道 ９２宅地造成

島根県立自然公園条例等の一部を改正する条例条例案 ９３

自然公園法、自然環境保全法の改正を踏まえ、県立自然公園及び自然環境保全地域におけ(5件)

る自然環境の保全対策の強化を図るための所要の改正

①島根県立自然公園条例及び島根県自然環境保全条例

・条例の目的に「生物の多様性の確保に寄与すること」を追加

・県立自然公園の特別地域等において知事の許可を要する行為の追加

知事が指定する区域内における木竹の損傷及び知事が指定する区域が本来の生息地等で

ない動植物で知事が指定するものの当該区域内における放出等

②知事の権限に属する事務の処理の特例に関する条例

・対象市町村：松江市外１１市町

・移譲する事務：島根県立自然公園条例に基づく事務のうち次の事務

・知事が指定する区域内における木竹を損傷することの許可

・知事が指定する区域が本来の生息地等でない動植物で知事が指定する

ものの当該区域内における放出等の許可

③島根県風致地区条例

・自然公園法の一部改正に伴う規定の整備

施行日 平成23年4月1日：

島根県認定こども園の認定基準に関する条例の一部を改正する条例９４

国が定める認定こども園の設備及び運営に関する基準の改正にかんがみ、当該施設におけ

る食事の提供に係る基準について所要の改正

・保育所型認定こども園について、他の種類の認定こども園と同様に満３歳以上の子ども

に対する食事の提供を外部から搬入する方法により行うことができることとする

施行日：公布の日
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区 分 議 案 名議案No

貸付金の返還債務の免除に関する条例の一部を改正する条例条例案 ９５

つづき 新規自営漁業者定着支援資金の返還債務の免除に関する事項について所要の改正

・新規自営漁業者定着支援資金の貸付けを受ける者の漁労技術習得研修終了時における年

齢要件

改 正 前 改 正 後

４０歳未満 ５０歳未満

施行日：公布の日

島根県離島水産業活性化基金条例を廃止する条例９６

離島地域における漁業の再生を支援するための国の交付金の交付条件が変更され、基金の

設置を要しなくなったことに伴う基金の廃止

施行日 平成22年12月1日：

島根県立高等技術校条例の一部を改正する条例９７

県立高等技術校を再編成し、東部高等技術校及び西部高等技術校を設置すること等につい

て所要の改正

①東部及び西部高等技術校の設置

②松江、出雲、浜田及び益田高等技術校の廃止

③東部高等技術校の寄宿舎使用料を月額7,000円とすること

④その他規定の整理

施行日 平成22年11月1日：①

②③④平成23年4月1日

（②は松江、浜田及び益田高等技術校に係る部分）

②平成24年4月1日（出雲高等技術校に係る部分）

県の行う建設事業に対する市町村の負担について一 般 ９８

地方財政法等の規定に基づく平成２２年度県営事業に係る市町村負担率の決定事件案

(14件)

財産の取得について 国道４８５号（松江第五大橋道路）改築（改良）９９

工事事業用地

物件の所在地：松江市下東川津町８１８番４外５１筆

取得面積：26,380.44㎡ 取得の方法：買収（随意契約）

取得金額：282,819,495円 取得の相手方：島根県土地開発公社

財産の取得について 国道４８５号（松江第五大橋道路）改築（改良）１００

工事事業用地

物件の所在地：松江市下東川津町１３４６番９外４８筆

取得面積：32,437.00㎡ 取得の方法：買収（随意契約）

取得金額：216,779,027円 取得の相手方：島根県土地開発公社
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議 案 名区 分 議案No

契約の締結について 主要地方道大社日御碕線中山工区社会資本整備総合一 般 １０１

交付金（改良）工事（仮称）１号トンネル工事事件案

契約の方法：一般競争入札 契約金額：1,001,700,000円つづき

工期：議決のあった日の翌日から起算して４２０日目に当たる日

契約の相手方：中筋組・都間土建特別共同企業体

施工場所：出雲市大社町日御碕地内

契約の締結について 国道４８５号（松江第五大橋道路）改築（改良）１０２

（仮称）和久羅トンネル工事

契約の方法：一般競争入札 契約金額：1,711,500,000円

工期：議決のあった日の翌日から起算して６７０日目に当たる日

契約の相手方：今岡工業・カナツ技建工業・平井建設特別共同企業体

施工場所：松江市上東川津町～西尾町地内

契約の締結について 島根県新大型水産練習船の建造１０３

契約の方法：一般競争入札 契約金額：1,560,300,000円

工期：平成２４年３月２６日

契約の相手方：株式会社ヤマニシ

変更契約の締結について 一般国道２６１号桜江バイパス改築（改良）１０４

（仮称）桜江トンネル工事

変更契約金額：1,448,833,050円（35,533,050円増額）

工期：平成２２年１０月２６日

契約の相手方：今井産業・大福工業・毛利組特別共同企業体

施工場所：江津市桜江町地内

専決処分事件の報告及び承認について（平成２２年度島根県一般会計補正予承 認

算（第２号））５

肉用子牛市場価格の安定化対策の実施に伴う平成２２年度一般会計予算の補正

・補正予算額：31,000千円（補正後予算規模：535,723,805千円）

（平成２２年８月９日専決）

専決処分事件の報告及び承認について（平成２２年度島根県一般会計補正予承 認

算（第３号））６

Ｈ２２年７月大雨による被害対策及び土砂災害危険区域の災害未然防止対策の実施に伴う

平成２２年度一般会計予算の補正

・補正予算額：1,567,600千円（補正後予算規模：537,291,405千円）

（平成２２年８月２３日専決）

平成２１年度島根県病院事業会計外４事業会計決算の認定について認 定

１

１ 病院 ２ 電気 ３ 工業用水道 ４ 水道 ５ 宅地造成～

５
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議 案 名区 分 議案No

公立大学法人島根県立大学の業務の実績に関する評価結果について報 告 報告12

（5件）

資金不足比率について報告13

病院事業会計、電気事業会計、工業用水道事業会計、水道事業会計、宅地造成事業会計

専決処分事件の報告について（変更契約の締結） ６件報告14

・松江工業高等学校改築（管理特別教室棟建築）工事

854,460,600円（ 110,250円増額）

・松江工業高等学校改築（教室棟建築）工事 683,348,400円（ 3,436,650円増額）

・松江工業高等学校改築（屋内運動場建築）工事 898,071,300円（ 2,006,550円増額）

・西郷港港湾改修工事 1,345,032,150円（24,426,150円増額）

・浜田川総合開発事業付替県道（上流工区）２号トンネル(仮称)工事

924,842,100円（18,057,900円減額）

・国道４８５号（松江第五大橋道路）改築(改良)工事東津田工区東津田第８高架橋上部工

515,367,300円（ 2,442,300円増額）

専決処分事件の報告について（損害賠償） １４件報告15

・交通事故 5件 賠償額合計 997,991円

・落石事故等 8件 賠償額合計 1,011,529円

・車両損傷事故 1件 賠償額合計 40,750円

専決処分事件の報告について（訴えの提起） １件報告16

県営住宅家賃長期滞納者に対する明渡訴訟 対象者１名
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平成２２年度９月補正予算案について

１ 概 要

９月補正予算は、国の補助金の内示等に伴い補正を要するもののほか、早

急に対応すべきものについて措置し、総額 を計上することとした。４９億円

【主な補正項目】

○公共事業 ２，８５５百万円
・国補助・交付金及び国直轄事業の内示等に伴う補正

４，３０５百万円・補助・県単公共、維持修繕費等

▲１，４５０百万円・直轄事業負担金

※このほかに特別会計での公共事業４０百万円

○介護拠点等の緊急整備 １，０４６百万円
・小規模特別養護老人ホーム等の整備やスプリンクラーの設置経費にかかる

事業主負担を軽減するため国の交付金（基金）を活用して助成

○医療施設の耐震化の促進 ６５５百万円
・災害拠点病院、２次救急医療機関の耐震化経費にかかる事業主負担を軽

減するため国の交付金（基金）を活用して助成

○地域医療再生基金（ドクターヘリ運営分）積立金 １００百万円
・県内のＪＡからの寄附金をドクターヘリ運営資金として基金へ積立て

○しまね長寿の住まいリフォーム助成 ８４百万円
・既存住宅をバリアフリー化するためのリフォーム工事費の助成枠を拡充

○島根県立大学看護学部設置（四年制大学化） ７６百万円
・四年制大学化に伴い必要となる増築部分の実施設計等

○漁業経営セーフティネット支援 ６０百万円
・燃油価格高騰時の国の補てん金制度と協調して、漁業者負担軽減のための

基金造成費を助成

○私立高等学校等の授業料減免 ３６百万円

・低所得者世帯に対する授業料減免制度を拡充

○市町村合併準備交付金 １０百万円

・法定合併協議会に対する支援

○人件費 ６３百万円
・共済負担金の負担率の変更に伴う職員給与費の増など
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２ 平成２２年度一般会計歳入歳出予算

８月専決後予算額 ① ５，３７３億円（ 千円）537,291,405

（ 千円）９月補正予算額 ② ４９億円 4,864,342

補正後予算額 ①＋② ５，４２２億円（ 千円）542,155,747
＊対前年度同期比 ９２．２％

【参考】平成２１年度９月補正後予算額 億円（ 千円）5,881 588,108,292

３ 財 源

（１）国庫補助金等 ４１億円

（２）国の助成により過年度に積み立てた基金の取崩し ２１億円

（３）県債 ▲１４億円

（４）繰越金 ３億円

（５）その他の歳入 ▲２億円

合 計 ４９億円
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主 な 補 正 項 目

(単位:千円)１ 社会基盤・生活基盤整備
新

事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課
規

公共事業 2,855,045 ○国補助・交付金及び国直轄事業の内示等 農林水産部

に伴う補正 土 木 部

①補助公共 7,795,837特別会計を

道路整備、港湾整備、砂防事業、含む合計額

2,894,645 農道整備、ほ場整備、治山事業等

②単独公共 ▲3,529,116

災害関連（急傾斜地、治山等）203,900

補助事業への振替による減等

▲3,733,016

③直轄負担金 ▲1,450,366

道路事業、河川事業等

④維持修繕 244,735

⑤受託 ▲206,045

公共事業事前調査費 95,000 ○災害復旧・災害関連事業を円滑に推進す 農林水産部

るために必要な調査、設計費 土 木 部
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(単位:千円)２ 雇用対策
新

事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課
規

新 特例子会社等設立支援 5,000 ○障がい者の安定的な雇用の確保に向け、 商工労働部

[雇用政策課]事業 特例子会社等の設立を支援

・助成対象：県内で新たに特例子会社又は

重度障害者多数雇用事業所の

設立認定を受けた者

・対象経費：特例子会社等の設立・認定申

請に係る経費

・助 成 率：2/3以内

・助成限度額：5,000千円

■特例子会社制度

事業主が障がい者の雇用に特別の配慮を

した子会社を設立し、一定の要件を満たす場

合には、特例としてその子会社に雇用されて

いる労働者を親会社に雇用されているものと

みなして、障害者雇用促進法上の実雇用率

を算定できることとする制度
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(単位:千円)３ 農林水産業対策
新

事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課
規

しまねの農地再生・利 135,194 ○農地の有効利用及び耕作放棄のおそれの 農林水産部

[農業経営課]活用促進事業 ある農地の保全管理を支援

・農地利用集積事業（面的集積）

農地利用集積円滑化団体が農地の調整

を実施し、担い手へ農地の集積を行っ

た場合に、国交付金により助成

（交付金単価)20千円／10a

(実施面積)当初見込み 120ha

→追加実施後 715ha

新 漁業経営セーフティー 60,000 ○今年度に創設された燃油価格高騰時の国 農林水産部

[水 産 課]ネット支援事業 の補てん金制度「漁業経営セーフティー

ネット構築事業」と協調して、漁業者負

担の軽減を図るため、基金造成費を助成

［基金造成費の助成額］

60,000千円（H22～24の３か年分)

［事業主体］

ＪＦしまね、漁協

［漁業者への助成］

国のセーフティーネット発動時に、基金

を取り崩して助成

(助成期間)

Ｈ２２～２４

(助成額)

過去２か年の平均原油価格×1.2％

×セーフティーネット申込数量

1.2％は、平均価格と国制度発動

基準の間(15％)に占める全国平均

と比較して燃油費負担が大きい部

分の１／２

国
（1/2）

漁業者
（1/2）

県

漁業者
過去２か年の
平均原油価格
(１００％)

国制度の

発動基準

(平均価格の

 １１５％超）

［県制度］
 １．２％
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(単位:千円)４ 商工業振興
新

事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課
規

新 収益体質強化資金 制度創設 ○中長期的な視点に立った経営戦略に基づ 商工労働部

[中小企業課]（県制度融資） き設備投資を行う企業への融資制度を創

設し、企業の収益体質の強化を支援

■収益体質強化資金の概要

資金使途 設備資金
運転資金

（設備投資がある場合に限る）

限度額 ８，０００万円 １億２，０００万円

融資期間 １５年 １０年

（据置） （１年以内） （１年以内）

対象期間

融資枠 ２０億円

平成２２年１０月１日 ～ 平成２５年３月３１日

責任共有対象外　１．７０％

責任共有対象　 　１．８５％

収益体質の強化を図ろうとする中小企業者で、次の全ての要件を満たす者

融資利率

　・収益体質が強化される計画を策定し、商工団体が確認すること

　・設備投資が行われること

　・商工団体の指導を継続して受ける体制が確保されていること

対象者
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(単位:千円)５ 医療の確保
新

事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課
規

新 地域医療再生臨時特例 100,000 ○県内のＪＡからの寄附金１億円をドクタ 健康福祉部

[医療政策課]基金（ドクターヘリ運 ーヘリ運営資金として地域医療再生臨時

営分）積立金 特例基金へ積立て

医療施設耐震化臨時特 654,511 ○大規模地震等の災害時に重要な役割を果 健康福祉部

[医療政策課]例交付金事業 たす災害拠点病院、第二次救急医療機関

の耐震改修に係る事業主負担を軽減する

ため、国の交付金及び地域活性化・経済

対策調整基金を活用して助成

［対象医療機関］

隠岐病院、六日市病院、西川病院

新 県立中央病院統合情報 債務負担 ○電子カルテ、医事会計システムなど県立 病 院 局

［ ］システム更新整備費 行為 中央病院の運営を支える統合情報システ 県立病院課

（病院事業会計） ムの定期更新及び機能拡充

［期 間］H22～H24

［限度額］1,130,000千円
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(単位:千円)６ 子育て支援
新

事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課
規

新 ひとり親家庭等在宅就 20,200 ○厳しい雇用情勢が続く中で、特に就労が 健康福祉部

[青少年家庭課]業支援事業 困難になっているひとり親家庭の親等を

対象に、ＩＴを用いて、子育てと仕事の

両立を図りやすい働き方であるテレワー

クによる在宅就業機会の創出を図る（国

基金事業）

［対象者］ひとり親家庭の親、寡婦、

障がい者、高齢者から40名程度

［期 間］H22～23

[債務負担行為]

・期 間 H23

・限度額 78,800千円
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(単位:千円)７ 福祉の充実
新

事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課
規

介護拠点等の緊急整備 1,046,414 ○介護ニーズに対応し、小規模特別養護老 健康福祉部

[高齢者福祉課]事業 人ホーム等やスプリンクラーの整備に係

る事業主負担を軽減するため国交付金及

び地域活性化・経済対策調整基金を活用

して助成

①小規模特別養護老人ホーム等の整備費

の一部を助成

・継ぎ足し補助を行った市町村に対し

て地域活性化・経済対策調整基金か

ら上乗せ補助を行う

・H23整備計画の前倒し分

②消防法施行令改正によるスプリンク

ラーの設置経費の一部を助成

離職者等の住まい対策 110,799 ○離職者等、求職中の生活困窮者に対する 健康福祉部

[地域福祉課]事業 生活、就労、住宅等に係る支援のため、

緊 急 雇 用 創 出 事 業 臨 時 特 例 基 金

（国１０／１０）を活用して助成

①住宅手当緊急特別措置

・住宅手当支給6か月→9か月

［実施主体］市町村

②生活保護受給者に対する就労支援

・就労支援員の配置等実績による増

［実施主体］市町村

③生活福祉資金相談体制整備事業費

・生活福祉資金相談員の配置等実績に

よる増

［実施主体］県・市町村社会福祉協

議会

13



(単位:千円)８ 教育の充実
新

事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課
規

私立学校生徒確保事業 35,734 ○私立高等学校等が低所得世帯の生徒を対 総 務 部

[総 務 課]象に行う授業料減免に対する補助制度を

見直し

・減免対象者（区分）の見直し

県単独制度の対象を国制度にあわせる

・減免対象額の増額

市町村民税所得割額非課税世帯（年収

250万円未満程度）に対して授業料の

全額を免除

新 島根県立大学看護学部 76,206 ○医療技術の高度化・専門化に対応した看 総 務 部

[総 務 課]設置（四年制大学化） 護教育を充実するため、県立大学短期大

事業 学部看護学科を四年制大学へ移行

・移行時期 Ｈ２４年度開学を目指す

・Ｈ２２事業

増築、改修部分の実施設計

地質調査、準備経費 など

[減免対象額（月額）の比較] （単位：円）

現行制度 新制度

区分 上限額 区分 上限額

①生活保護 全額 同左 全額

②市町村民税非課税 19,800 市町村民税所得割額非課税 全額

③市町村民税均等割のみ （年収250万円未満程度）

市町村民税所得割額18,900円未満 19,800

④児童扶養手当受給等 19,800 (年収250～350万円未満程度)

－上記に該当しないものは対象外(※)

(※)在校生で新制度の適用除外となる者については、経過措置として現行制度を卒業まで適用
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(単位:千円)９ 防犯対策
新

事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課
規

防犯環境づくり交付金 27,000 ○通学路など防犯灯の設置が必要な箇所 環境生活部

[環境生活総事業 で、自治会のエリア外など自治会では対

務課]応が困難なもの等について、市町村が新

たに設置する場合に設置経費を助成

[補助率]防犯灯設置に係る市町村の実負

担額の１／２

[事業期間]H21～H23

[設置箇所数]

当初見込 11市町 488カ所

補 正 後 15市町 1,701カ所
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(単位:千円)１０ その他
新

事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課
規

新 市町村合併準備交付金 10,000 ○法定合併協議会などの合併準備に要する 地域振興部

[市町村課]経費を支援

[交付先] 法定合併協議会の構成市町

[交付率] １／２

[上限額] ５百万円／法定合併協議会

新 市町村合併支援交付金 制度創設 ○合併特例法による市町村基本計画に定め 地域振興部

[市町村課]られた事業の実施等を支援

[交付先]

H13.3に県が作成した合併パターンに基

づき、現在まで継続して合併協議がなさ

れてきた地域（松江市・東出雲町、出雲

市・斐川町）で、合併を行った市

[交付方法]

合併時に一括交付

[交付額]

２．５億円／合併市

（前回の合併時に合併していれば交付し

た額と、過去に交付した額との差額）

しまね長寿の住まいリ 84,000 ○既存一戸建て住宅のバリアフリー改修工 土 木 部

[建築住宅課]フォーム助成事業 事費の一部を助成する助成枠を拡充

［事業期間］Ｈ２１～２３

［Ｈ２２助成戸数］１００戸→３００戸

［助成額］

工事費の２３％（上限４０万円）

［事業主体］

(財)島根県建築住宅センター

新 糸谷川汚泥浚渫事業 17,000 ○江津市桜江町江尾地区の糸谷川砂防堰堤 農林水産部

[農畜産振興課]内に堆積した汚泥を、環境保全及び河川

管理上の必要から浚渫

※原因を特定し、原因者負担を求

めていく方針
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（単位：百万円）

(A) (B) （C）=(A)+（B） (D) （C）/(D)

１　補助公共事業費 36,894 7,868 44,762 51,633 86.7% 

〃
旧地域活力基盤創造
交付金事業を含む (56,945) (7,112) (64,057) (76,657) (83.6%)

土　木　部 24,111 5,684 29,795 32,412 91.9% 

農林水産部 12,783 2,184 14,967 19,221 77.9% 

２　県単独公共事業費 32,544 ▲ 3,532 29,012 33,306 87.1% 

〃
旧地域活力基盤創造
交付金事業を除く (12,493) (▲ 2,776) (9,717) (8,282) (117.3%)

土　木　部 28,857 ▲ 2,872 25,985 31,448 82.6% 

農林水産部 3,687 ▲ 660 3,027 1,858 162.9% 

３　国直轄事業負担金 10,951 ▲ 1,450 9,501 16,353 58.1% 

土　木　部 10,048 ▲ 1,411 8,637 15,173 56.9% 

農林水産部 903 ▲ 39 864 1,180 73.2% 

４　維持修繕費 7,868 234 8,102 7,225 112.1% 

土　木　部 7,838 234 8,072 7,194 112.2% 

農林水産部 30 30 31 96.8% 

５　受託事業費 2,027 ▲ 225 1,802 1,811 99.5% 

土　木　部 1,607 1 1,608 1,442 111.5% 

農林水産部 420 ▲ 226 194 369 52.6% 

６　災害復旧事業費 5,752 5,752 5,566 103.3% 

土　木　部 3,810 3,810 3,665 104.0% 

農林水産部 1,942 1,942 1,901 102.2% 

合　　計 96,036 2,895 98,931 115,894 85.4% 

土　木　部 76,271 1,636 77,907 91,334 85.3% 

農林水産部 19,765 1,259 21,024 24,560 85.6% 

〈参考〉国直轄事業負担金を除く

合計 85,085 4,345 89,430 99,541 89.8% 

（注）一般会計、臨港地域整備特別会計、流域下水道特別会計及び県営住宅特別会計に計上された公共事業費の合計額

公 共 事 業 の 概 要

事業区分
H22.8月専決後 ９月補正額 ９月補正後 H21.9月補正後 伸率
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　 （単位：千円）

 Ｈ２１年度 対前年度比

 現　計 ９月補正 計（Ａ） ９月現計（Ｂ） (A）/（Ｂ) Ｈ２２ Ｈ２１

 １．県　　　　　　　　　       税 53,788,326 53,788,326 59,362,540 90.6% 9.9% 10.1% 

 ２． 地 方 消 費 税 清 算 金 11,286,798 11,286,798 12,555,919 89.9% 2.1% 2.1% 

 ３．地  　方  　譲  　与  　税 9,262,000 9,262,000 7,555,000 122.6% 1.7% 1.3% 

 ４．地  方  特  例  交  付  金 828,000 828,000 726,000 114.0% 0.1% 0.1% 

 ５．地　  方 　 交 　 付  　税 161,319,000 161,319,000 158,909,038 101.5% 29.7% 27.0% 

       〃 （含臨時財政対策債） (219,008,000) (219,008,000) (207,876,038) (105.4%) (40.4%) (35.3%)

 ６．交通安全対策特別交付金 280,000 280,000 290,000 96.6% 0.0% 0.1% 

 ７．分 担 金 及 び 負 担 金 2,257,588 245,881 2,503,469 2,837,886 88.2% 0.5% 0.5% 

 ８．使 用 料 及 び 手 数 料 2,491,911 2,491,911 4,364,256 57.1% 0.5% 0.8% 

 ９．国　  庫  　支  　出  　金 73,232,959 4,112,259 77,345,218 128,968,332 60.0% 14.3% 21.9% 

10．財　     産      収      入 1,592,668 ▲ 61 1,592,607 1,739,807 91.5% 0.3% 0.3% 

11．寄           附           金 7,300 100,000 107,300 8,500 1262.4% 0.0% 0.0% 

12．繰           入           金 35,171,244 1,352,329 36,523,573 30,738,073 118.8% 6.7% 5.2% 

13．繰           越           金 2,256,234 250,833 2,507,067 2,568,552 97.6% 0.5% 0.4% 

14．諸           収           入 88,033,377 174,771 88,208,148 84,984,889 103.8% 16.3% 14.5% 

15．県                         債 95,484,000 ▲ 1,371,670 94,112,330 92,499,500 101.7% 17.4% 15.7% 

　　  〃 （除臨時財政対策債） (37,795,000) (▲ 1,371,670) (36,423,330) (43,532,500) (83.7%) (6.7%) (7.4%)

合           計 537,291,405 4,864,342 542,155,747 588,108,292 92.2% 100.0% 100.0% 

　　歳　　　　出

　 １．議　　      会      　　費 997,249 ▲ 50,756 946,493 970,743 97.5% 0.2% 0.2%

 ２．総          務          費 24,634,622 101,581 24,736,203 29,530,705 83.8% 4.6% 5.0%

 ３．民          生          費 52,269,287 1,247,867 53,517,154 61,714,709 86.7% 9.9% 10.5%

 ４．衛          生          費 17,860,918 1,168,048 19,028,966 25,392,245 74.9% 3.5% 4.3%

 ５．労          働          費 7,544,374 20,157 7,564,531 8,338,706 90.7% 1.4% 1.4%

 ６．農  林  水  産  業  費 41,566,847 433,664 42,000,511 51,131,336 82.1% 7.8% 8.7%

 ７．商          工          費 82,571,344 10,424 82,581,768 79,879,021 103.4% 15.2% 13.6%

 ８．土          木          費 82,157,656 1,952,811 84,110,467 100,383,972 83.8% 15.5% 17.1%

 ９．警          察          費 20,659,588 120,801 20,780,389 21,414,654 97.0% 3.8% 3.7%

10．教          育          費 92,326,447 ▲ 146,887 92,179,560 96,000,625 96.0% 17.0% 16.3%

11．災    害   復   旧    費 6,029,426 ▲ 54,774 5,974,652 5,861,854 101.9% 1.1% 1.0%

12．公          債          費 92,186,082 92,186,082 91,281,210 101.0% 17.0% 15.5%

13．諸      支      出     金 16,387,565 61,406 16,448,971 16,108,512 102.1% 3.0% 2.7%

14．予          備          費 100,000 100,000 100,000 100.0% 0.0% 0.0%

合           計 537,291,405 4,864,342 542,155,747 588,108,292 92.2% 100.0% 100.0%

平成２２年度９月補正予算  科目別・目的別内訳一覧表

（一 般 会 計）

区                 分

　　歳　　　　入

構　成　比Ｈ　２　２　年　度
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Ｈ２１年度 対前年度比較

現　計 ９月補正 計（A） ９月現計（Ｂ） （A）／（B) Ｈ２２ Ｈ２１

1．義   務   的   経   費 247,212,706 70,949 247,283,655 246,362,982 100.4% 45.6% 41.9% 

  (1) 人         件         費 122,217,261 63,138 122,280,399 123,790,066 98.8% 22.5% 21.1% 

  (2) 公         債         費 92,091,004 92,091,004 91,201,974 101.0% 17.0% 15.5% 

  (3) 扶         助         費 32,904,441 7,811 32,912,252 31,370,942 104.9% 6.1% 5.3% 

2．普 通 建 設 事 業 費 111,869,544 4,677,464 116,547,008 136,289,312 85.5% 21.5% 23.2% 

  (1) 補   助   事   業   費 46,525,570 9,299,489 55,825,059 57,786,185 96.6% 10.3% 9.8% 

  (2) 単   独   事   業   費 52,532,900 ▲ 2,984,700 49,548,200 59,919,384 82.7% 9.1% 10.2% 

  (3) 直 轄 事 業 負 担 金 10,951,228 ▲ 1,450,366 9,500,862 16,353,123 58.1% 1.8% 2.8% 

  (4) 同級他団体事業負担金 15,000 15,000 15,000 100.0% 0.0% 0.0% 

  (5) 受   託   事   業   費 1,844,846 ▲ 186,959 1,657,887 2,215,620 74.8% 0.3% 0.4% 

3．災 害 復 旧 事 業 費 5,742,079 5,742,079 5,559,648 103.3% 1.1% 0.9% 

  (1) 補   助   事   業   費 5,662,079 5,662,079 5,479,648 103.3% 1.1% 0.9% 

  (2) 単   独   事   業   費 80,000 80,000 80,000 100.0% 0.0% 0.0% 

  (3) 直 轄 事 業 負 担 金 0 0 0 － 0.0% 0.0% 

  (4) 受   託   事   業   費 0 0 0 － 0.0% 0.0% 

4．補      助     費     等 64,285,552 978,532 65,264,084 66,300,328 98.4% 12.0% 11.3% 

5．貸          付         金 81,788,183 61,411 81,849,594 77,887,556 105.1% 15.1% 13.2% 

6．そ          の         他 26,393,341 ▲ 924,014 25,469,327 55,708,466 45.7% 4.7% 9.5% 

合           計 537,291,405 4,864,342 542,155,747 588,108,292 92.2% 100.0% 100.0% 

平成２２年度９月補正予算  性質別経費内訳一覧表

（一 般 会 計）

( 単位 : 千円 )

区               分
Ｈ２２年度 構　　成　　比
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（単位：百万円）

中山間地域等活性化基金
(森林整備加速化・林業再生事業
費補助金)

H21
～

H23
3,277 1 2,330 0 0 948

中山間地域等の活性化を推進するための事業に要する経費に
充てるため、基金を設置
【事業概要】間伐推進、進入竹林対策、路網整備事業

中山間地域等活性化基金
（森林整備地域活動支援交付金）

H21
～

H22
79 0 79 0 0 0

中山間地域等の活性化を推進するための事業に要する経費に
充てるため、基金を設置
【事業概要】森林施業実施のための境界明確化、及び気象害等による
森林被害状況等調査支援

2

緊急雇用創出事業臨時特例
基金
（緊急雇用創出事業臨時特例交
付金）

H20
～

H23
5,900 2 3,807 0 112 1,983

県又は市町村が実施する離職を余儀なくされた非正規労働者、
中高年齢者等の短期の雇用機会の創出のための事業に要する
経費に充てるため、基金を設置

3 ふるさと雇用再生特別基金
（ふるさと雇用再生特別交付金）

H21
～

H23
3,278 2 1,557 0 0 1,723

県又は市町村が地域の実情に応じて実施する地域における求
職者の雇用機会の創出のための事業に要する経費に充てるた
め、基金を設置

4 地域医療再生臨時特例基金
（地域医療再生臨時特例交付金）

H21～
H25 4,998 3 1,206 0 30 3,765

２次医療圏域を単位として策定する「地域医療再生計画」に基づ
いて実施する事業に要する経費に充てるため、基金を設置

5

医療施設耐震化臨時特例基
金
（医療施設耐震化臨時特例交付
金）

H21～
H22 1,857 1 661 0 ▲ 3 1,200

災害拠点病院等の医療施設の耐震化整備のための事業に要
する経費に充てるため、基金を設置
※着手済み事業は延長可

6

障害者自立支援対策臨時特
例基金
（障害者自立支援対策臨時特例
交付金）

H21
～

H23
2,325 2 1,054 2 0 1,275

県及び市町村が障害者自立支援法の円滑な運用を図るために
実施する事業に要する経費に充てるため、基金を設置
【事業概要】福祉・介護人材処遇改善、新体系移行緊急基盤整備事業

7

社会福祉施設等耐震化等臨
時特例基金
（社会福祉施設等耐震化等臨時
特例交付金）

H21
～

H23
3,124 2 203 0 0 2,923

社会福祉施設等の耐震化及びスプリンクラーの整備を促進する
ための事業に要する経費に充てるため、基金を設置

8

介護職員処遇改善等臨時特
例基金
（介護職員処遇改善等臨時特例
交付金）

H21
～

H23
3,475 2 1,668 0 35 1,774

介護保険法に基づく施設等の開設の準備又は介護職員の処遇
の改善を支援する事業に要する経費に充てるため、基金を設置

9

介護基盤緊急整備等臨時特
例基金
（介護基盤緊急整備等臨時特例
交付金)

H21
～

H23
3,794 1 2,369 0 ▲ 64 1,490

介護保険法に基づく施設等の整備及びスプリンクラーの整備を
促進するための事業に要する経費に充てるため、基金を設置

10
安心こども基金
（子育て支援対策臨時特例交付
金）

H21
～

H22
1,506 1 1,254 0 22 231

保育所又は認定こども園の整備、保育の質の向上のための研
修その他子どもを安心して育てることができるような体制の整備
に要する経費に充てるため、基金を設置
【事業概要】保育所等整備支援、子育て支援・保育サービス・母子家庭
訓練促進給付金の拡充等

11 妊婦健康診査支援基金
（妊婦健康診査臨時特例交付金）

H21
～

H22
300 0 186 0 0 114

市町村が実施する妊婦健康診査事業及び県が当該事業の円
滑な推進を図るために行う事業に要する経費に充てるため、基
金を設置
【事業概要】妊婦検診費用の公費（市町村）負担拡充分市町村支援

12 地域自殺対策緊急強化基金
（地域自殺対策緊急強化交付金）

H21
～

H23
86 0 38 0 3 45

地域における自殺対策の緊急強化を図るための事業に要する
経費に充てるため、基金を設置
【事業概要】シンポジウム開催、いのちの電話相談員養成、市町村モデ
ル事業支援、啓発広報等

13

高等学校奨学金事業等支援
臨時特例基金
（高等学校授業料減免事業等支
援臨時特例交付金）

H21
～

H23
223 0 78 0 36 109

経済情勢及び雇用情勢の悪化により修学が困難となった高等
学校等の生徒に係る奨学金の貸与及び授業料の減免に対して
補助を行う事業に要する経費に充てるため、基金を設置

14
消費者行政活性化基金
（地方消費者行政活性化交付金）

H21
～

H23
151 0 69 0 0 82

県又は市町村が消費生活に関する相談窓口の機能の強化その
他消費者の利益の擁護又は増進を図るために実施する事業に
要する経費に充てるため、基金を設置
【事業概要】消費生活センター設置・拡充、相談員レベルアップ事業

15
しまね環境基金
（地域グリーンニューディール交
付金）

H21
～

H23
767 1 556 0 7 205

島根県環境基本条例に基づく環境の保全に関する施策の推進
に要する経費に充てるため、基金を設置
【事業概要】地球温暖化防止対策、不法投棄・散乱ごみ対策、海岸漂
着ごみ対策、微量ＰＣＢ汚染廃電気機器等処理対策

16
地域活性化・経済対策調整基
金

H21
～

H23
5,231 0 0 0 1,870 3,361

地域の活性化に資する施策又は経済対策に対応した施策を行
うために必要な事業に要する経費に充てるため、基金を設置

40,371 18 17,115 2 2,048 21,228

備　　　　考
今後

活用額

平成22年度
8月専決後

積立 取崩

平成22年度
9月補正

積立

合　　　　　　　　計

1

国の経済対策に伴い造成した基金一覧

県　基　金　名　称
（　国の施策名称　）

事
業

期
間

平成21年度
末現在高

取崩
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県 予 算 規 模 の 推 移
（単位：百万円）

当 初 ６月補正
年度 対前年 前年比 ９月補正 12月補正 ２月補正 そ の 他 最終専決後

(◎骨格) 当初比 ( : )下段 給与
◎

3 457,897 2.6 27,307 8.7 7,323 7,396 382 10/18 1,053 503,300▲
( 4,788)内給与

(12.6)
4 515,582 ＊ 6.3 28,042 8,032 6,005 543,540▲

内経済対策 内経対 内経済対策( 22,521) ( 4,683) (
( 3,347) 1,122)内給与

5 517,440 0.4 24,153 9,534 13,674 57,036 10/29 8 625,846
( ) ( 3,050) ( 7,021) ( ( )経済対策 内経済対策 内経対 内経済対策 災害復旧

( 7,857) ( 1,605) 33,175)内災害復旧 内給与

6 536,345 3.7 4,297 1,043 7,307 8/10 103 581,254▲
( 1,500) ( 746) （ )内経済対策 内給与 渇水対策

◎
7 535,929 0.1 17,237 3.1 16,053 1,340 22,547 10/31 43,055 597,329▲ ▲

( ( 9,869) ( 1,340) ( )内経済対策 内経済対策 内給与 経済対策
7,161) ( 4,192)内災害復旧

( 4.3) 10/ 8 792
8 559,089 ＊ 1.1 8,842 1,695 4,890 12/19 50 577,402

( 1,695) ( ､ )内給与 衆院選挙 上水道

9 603,468 7.9 12,000 1,679 5,863 2/16 4,453 612,375▲
内災害復旧 内給与 (臨時議会)( 8,126) ( 1,679)

10 639,430 6.0 44,955 4,665 47,884 6,908 10/15 1,200 730,209▲
( ( 4,205) ( 45,734) ( ( )内経済対策 内経済対策 内経対 内経済対策 災害復旧
45,964) ( 1,050) 702)内給与

◎
11 634,415 0.8 23,101 2.8 11,465 36,973 1,195 708,415▲

内経対 内経済対策( 37,670) (
( 1,483) 6,779)内給与▲

( 1.5) 27,786 1,457 10/23 403▲
12 643,823 ＊ 2.1 11,697 ( 26,720) ( ( ) 679,977▲ 内経対 内経済対策 震災対策

( 3,835) ( 1,172) 4,963)内経済対策 内給与▲
4,647 965 8/ 2 109▲

13 665,250 3.3 4,546 ( ( ( ) 674,343内緊急雇用創出 内経済対策 漁業対策
3,600) 22,263)

10,811▲
14 642,760 3.4 6,856 30 ( 638,458▲ 内経済対策

12,733)
◎ 10/10 866

15 626,909 2.5 2,995 2.0 7,900 31,882 ( ) 604,649▲ ▲ ▲ 衆院選挙

( 3.4)▲
16 605,741 ＊ 3.8 1,315 1,041 18,512 585,474▲ ▲ ▲

8/ 8 850
17 553,973 8.5 1,562 2,008 ( ) 554,186▲ ▲ ▲ 衆院選挙

7/31 13,529
18 523,261 5.5 1,863 4,508 4,691 ( ) 538,243▲ ▲ 豪雨災害

◎
19 510,731 2.4 5,916 1.3 663 3,691 13,974 507,797▲ ▲ ▲

23,195①
20 501,199 ( 1.9) 3,288 2.4 1,515 2,619 ( 3/24 15 516,262▲ ▲ 内経済対策

＊ 3.0 ( ) 23,127) ( )▲ 経済対策 強風災害
16,703②▲
26,516①

内経済対策21 527,070 5.2 45,403 13.5 15,635 1,399 (
( 8,335) ( ) ( 8,827) ( 485) 25,974) 598,032内経対 経済対策 内経済対策 内経済対策

20,870②▲
内経済対策(
5,921)

8/9 31
22 535,493 1.6 200 6.4 4,864 ( )▲ 口蹄疫

( 8/23 1,568内経対
25,706) ( )土砂災害

(注)１．当初予算欄の◎は、統一地方選挙を控えた「骨格予算」 ２．対前年当初比欄の＊は、対前年度６月補正後予算対比
３．６月補正の前年比は、対前年度当初予算対比(ただし、平成２０、２１、２２年度は対前年度６月補正予算後対比)
４．平成６年度当初予算は、ＮＴＴ債の繰上償還を除いた額

21


	バインダ1.pdf
	Taro-提案表紙(当初上程）【政審
	Taro-提出議案等一覧（初日上程）
	主要事業の概要.pdf
	Taro-主要事業概要1
	Taro-主要事業概要2
	Taro-３ 農林水産業対策 (単位_千
	Taro-４ 商工業振興 (単位_千円)
	Taro-５ 医療の確保 (単位_千円)
	Taro-６ 子育て支援 (単位_千円)
	Taro-７ 福祉の充実 (単位_千円)
	Taro-８ 教育の充実 (単位_千円)
	Taro-９ 防犯対策 (単位_千円)
	Taro-１０ その他 (単位_千円)

	★課長調整後★ Ｈ２２公共事業（記者発表用）※9月案③　８月専決後
	9月補正

	H22.9 科目別・目的別一覧
	科目

	H22.9歳出（性質別)
	確定

	H22.9補正国経済対策基金【確定】
	提出用【担当入力不用】

	Taro-予算規模の推移

	Taro-補正概要



